
法科⼤学院評価基準要綱について

独⽴⾏政法⼈⼤学改⾰⽀援・学位授与機構
平成28年６⽉13⽇
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⼤学改⾰⽀援・学位授与機構が⾏う法科⼤学院認証評価の⽬的

１．法科⼤学院の教育活動等の質を保証するため、
法科⼤学院を定期的に評価し、教育活動等の
状況が評価基準に適合しているか否かを認定
する（適格認定）

２．評価結果を各法科⼤学院にフィードバック
することにより、当該法科⼤学院の教育活動
等の改善に役⽴てる

３．法科⼤学院の活動について、広く国⺠の理解
と⽀持が得られるよう⽀援・促進していくた
めに、法科⼤学院の教育活動等の状況を明ら
かにし、それを社会に⽰す
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⼤学改⾰⽀援・学位授与機構が⾏う評価の基本的な⽅針

（１）評価基準に基づく評価
（２）教育活動を中⼼とした評価
（３）各法科⼤学院の個性の伸⻑に資する評価
（４）⾃⼰評価に基づく評価
（５）ピア・レビューを中⼼とした評価
（６）透明性の⾼い開かれた評価
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評価の実施体制
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法科⼤学院認証評価委員会

運営連絡会議

評価部会

「実施⽅針」等基本的事項の審議・評価結果の審議、決定 等

評価部会相互間の調整 等

対象法科⼤学院ごとの調査(書⾯調査・訪問調査)
の実施、評価結果（原案）を作成 等

専⾨部会
特定の専⾨事項を調査 等

法科⼤学院認証評価スケジュール
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機構による評価に関する説明会及び法科⼤学院の⾃⼰評価
担当者等に対する研修等の実施（6⽉）

評価の申請及び受付(9⽉末)

⾃⼰評価書の提出（6⽉末）

評価結果(案)の通知(1⽉末)

意⾒の申⽴ての⼿続(2⽉)

評価結果の確定(3⽉)

評

価

実

施

年

度

評
価
実
施
前
年
度

当該法科⼤学院を置く
⼤学に通知

⽂部科学⼤⾂に報告

広く社会に公表



法科⼤学院認証評価関係冊⼦類（１）

【機構ウェブサイト】 評価事業
法科⼤学院認証評価
法科⼤学院評価基準要綱等
※ 法科⼤学院認証評価に関係する冊⼦をダウンロードできます
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法科⼤学院認証評価関係冊⼦類（２）

１ 法科⼤学院評価基準要綱
２ ⾃⼰評価実施要項
３ 評価実施⼿引書
４ 訪問調査実施要項
５ 法科⼤学院年次報告書・

法科⼤学院対応状況報告書
作成要領

６ 法科⼤学院認証評価に関する
Ｑ＆Ａ

１ 評価基準、評価⽅法に関すること
２ ⾃⼰評価書の記⼊⽅法に関すること
３ 評価者の評価⽅法に関すること
４ 訪問調査に関すること
５ 年次報告書・対応状況報告書に

関すること

６ Ｑ＆Ａに関すること

冊⼦類 概要
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法令改正に伴う３巡⽬の主な改定内容

１ 法学未修者教育の充実
【平成26年8⽉11⽇ 26⽂科⾼第393号

⽂部科学省⾼等教育局⻑通知】

２ 細⽬省令の改正
・ 客観的な指標の導⼊
・ 付記事項の対象拡⼤

【平成27年3⽉31⽇ 26⽂科⾼第1130号
⽂部科学省⾼等教育局⻑通知】

１ 法学未修者教育の充実
・法律基本科⽬必修単位数の増加

【基準２－１－５ 】
・履修登録単位数の増加

【基準３－３－１ 】
・実務経験を有する者の取扱い

【基準４－２－１ 】

２ 細⽬省令の改正
・司法試験合格率【基準１－１－２ 】
・⼊学定員充⾜率
・⼊学者数 【基準６－２－２ 】
・⼊試競争倍率 【基準６－２－３ 】
・司法試験合格率など状況の変化も
付記事項の対象

改定内容 概要
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法令改正以外の３巡⽬の主な改定内容

１ 考え⽅を明確化
・ 到達⽬標
・ 科⽬区分
・ 適性試験
・ 期末試験

２ 教員配置の弾⼒化
・ 専任教員の取扱い

１ 考え⽅を明確化
・到達⽬標を設定し学⽣が修了時まで
に修得すべき知識・能⼒の内容・
⽔準を明確にし、適切な指導が⾏わ
れていること

【基準２－１－２ ３－２－１ ４－１－１】
・科⽬区分の考え⽅の明確化

【基準２－１－３ 】
・適性試験の成績における⼊学最低
基準点 【基準６－１－４ 】

・期末試験は筆記試験を実施
【基準４－１－１ 】

２ 教員配置の弾⼒化
・他専攻等の専任教員の活⽤

【基準８－２－１ 】

改定内容 概要
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基準１－１－１
教育の理念及び⽬標の設定

１－１－１
教育の理念及び⽬標が適切に設定

され、かつ、明確に⽰されているこ
と。

解釈指針１－１－１－１
教育の理念及び⽬標が「適切に設

定」されていることとは、各法科⼤
学院の教育の理念及び⽬標が、多様
かつ広範な国⺠の要請にこたえるこ
とのできる⾼度の専⾨的な法律知識、
幅広い教養、国際的な素養、豊かな
⼈間性及び職業倫理を備えた法曹を
養成するという法科⼤学院制度の⽬
的に適合していることをいう。

●学校教育法施⾏規則が改正され三つの
⽅針の策定及び公表が義務付けられた
・卒業の認定に関する⽅針
・教育課程の編成及び実施に関する⽅針
・⼊学者の受⼊れに関する⽅針
（平成29年４⽉１⽇施⾏）

●⼤学院には、⼊学者の受⼊れに関する
⽅針の策定・公表のみ義務規定

●⼤学院にも修了の認定に関する⽅針、
教育課程の編成及び実施に関する⽅針の
策定に積極的に取り組むことが期待される

【平成28年３⽉31⽇ 27⽂科⾼第1187号
⽂部科学省⾼等教育局⻑通知】

【資料４】１⾴ 【資料５】７⾴

基準 解釈指針 概要
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基準１－１－２
教育の理念及び⽬標の達成状況

１－１－２：重点基準

教育の理念及び⽬標が、当該法科⼤学
院の教育を通じて、達成されていること。

解釈指針１－１－２－１

各法科⼤学院の教育の理念及び⽬標の
達成状況は、司法試験の合格状況及び法
曹としての活動状況その他修了者の進路
及び活動状況（企業及び官公庁その他専
⾨的な法律知識等を必要とする職域への
進路及び活動状況を含む。以下同じ。）
に基づき、学⽣の学業成績及び在籍状況
（原級留置者及び退学者等の状況を含む。
以下同じ。）その他必要な事項を勘案し
て判断するものとする。

●達成状況の評価における考慮要素
・司法試験の合格状況
・法曹としての活動状況
・修了者の進路及び活動状況
・学⽣の学業成績及び在籍状況
●これら個別の状況を⾃⼰評価
・⼗分と⾃⼰評価する場合はさらに向上
するような取組を記述

・⼗分でないと⾃⼰評価する場合は具体
的な改善⽅策を記述

●学⽣の学業成績及び在籍状況は、⾃⼰
点検及び評価の項⽬でもあるため、
継続的な把握・分析が必要

【資料４】２⾴ 【資料５】８⾴

基準 解釈指針 概要
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基準１－１－２ 解釈指針１－１－２－２
司法試験合格率に関する指標（１）

解釈指針１－１－２－２

次の各号に定める司法試験の合格状況
に関する指標のいずれかに該当する場合
には、原則として、教育の理念及び⽬標
が、当該法科⼤学院の教育を通じて、達
成されているとはいえない。ただし、基
準に適合しているか否かの最終的な判断
は、法学未修者教育や夜間開講の実施状
況、司法試験の合格率の改善状況等の個
別の事情を勘案して⾏う。
（１）５年の評価期間中に実施される各
年度の司法試験について、当該法科⼤学
院の修了を受験資格として司法試験を受
験した者に対する司法試験に合格した者
の割合が全国平均の割合の２分の１に満
たない年度が、評価を実施する年度を含
めて３回以上あること。

（１）５年間の各年度の司法試験合格率
→ 全国平均の２分の１が⽬安
●全国平均は、予備試験合格者を除い
て算出

●様式２－２の数値をもとに⾃⼰評価
●指標を下回る場合は、個別の事情を
勘案するため、下回る事情を⾃⼰評価

●例えば、法学未修者の⽐率が⾼い法科
⼤学院において、法学未修者教育の充
実を図る改善措置を具体的に⾃⼰評価

【資料４】２⾴ 【資料５】９⾴

基準 解釈指針 概要
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基準１－１－２ 解釈指針１－１－２－２
司法試験合格率に関する指標（２）

解釈指針１－１－２－２

次の各号に定める司法試験の合格状況
に関する指標のいずれかに該当する場合
には、原則として、教育の理念及び⽬標
が、当該法科⼤学院の教育を通じて、達
成されているとはいえない。ただし、基
準に適合しているか否かの最終的な判断
は、法学未修者教育や夜間開講の実施状
況、司法試験の合格率の改善状況等の個
別の事情を勘案して⾏う。
（２）５年の評価期間中に実施される司
法試験について、評価を実施する年度の
前年度の末までの５年間に当該法科⼤学
院を修了した者に対する、当該法科⼤学
院の修了を受験資格として司法試験を受
験し合格した者の割合が、全国平均の割
合の２分の１に満たないこと。

（２）５年間の修了者の司法試験合格率
→ 全国平均の２分の１が⽬安
●様式２－２の数値をもとに⾃⼰評価
●指標を下回る場合は、個別の事情を
勘案するため、下回る事情を⾃⼰評価

●例えば、直近修了者の合格率を分析し
カリキュラムの改定に資するほか、
修了後２年以内の合格率を向上させる
ために修了者の⽀援を⾏っているなど
具体的な措置を⾃⼰評価

【資料４】２⾴ 【資料５】９⾴

基準 解釈指針 概要
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基準１－１－２ 解釈指針１－１－２－３
司法試験合格率に関する指標（３）

解釈指針１－１－２－３

５年の評価期間中に当該法科⼤学
院を修了して５年が経過する者に対
する司法試験に合格した者の割合が
７割以上となることが望ましい。

●５年間の修了者の司法試験合格率
●７割未満は不適合となるわけではない
●７割以上となることが「望ましい」
●「望ましい」解釈指針を充⾜すると
優れた特徴と評価

【法科⼤学院評価基準要綱２⾴】
●望ましい解釈指針
・解釈指針４－１－２－２
・解釈指針４－２－１－２
・解釈指針８－２－１－３
・解釈指針８－３－１－１
・解釈指針11－１－１－４
・解釈指針11－２－１－２

【資料４】２⾴ 【資料５】９⾴

基準 解釈指針 概要
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基準２－１－２
到達⽬標の設定

２－１－２

各授業科⽬について適切な到達⽬
標が設定されていること。

解釈指針２－１－２－１

「適切な到達⽬標」とは、「共通
的な到達⽬標モデル」が存在する科
⽬においては、それと同程度以上の
内容及び⽔準であることをいい、そ
れが存在しない科⽬においては、授
業を通じてどのような成果を達成す
るかを概括的に⽰した⽬標をいう。

●「共通的な到達⽬標モデル」が存在
する科⽬は、モデルと同程度以上の
内容及び⽔準の到達⽬標を設定

●「共通的な到達⽬標モデル」が存在
しない科⽬は、概括的に⽰した到達
⽬標を設定

●機構の評価者が確認できるよう個々
の授業科⽬との対応関係を明確に⾃
⼰評価

【資料４】６⾴ 【資料５】11⾴
【資料８】

基準 解釈指針 概要
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基準２－１－３
科⽬区分の明確化

解釈指針２－１－３－２

法律基本科⽬は、憲法、⾏政法、⺠法、
商法、⺠事訴訟法、刑法、刑事訴訟法の
分野について、将来の法曹としての実務
に共通して必要とされる基本分野を対象
とする授業科⽬である。
解釈指針２－１－３－７

法律基本科⽬と展開・先端科⽬の区分
に当たっては、授業科⽬が憲法、⾏政法、
⺠法、商法、⺠事訴訟法、刑法、刑事訴
訟法の基本分野に関するものであるかど
うかにしたがって判断する。教育の内容
が上記基本分野に当たる場合には、それ
が発展的・応⽤的なものであっても、原
則として法律基本科⽬に区分される。

●７法の基本分野に該当する場合は、
教育の内容が発展的・応⽤的であっ
ても法律基本科⽬に当たる

●７法の基本分野とは、７法の分野に
ついて、将来の法曹としての実務に
共通して必要とされる内容

●７法の各分野の理解を主眼とするもの
かを踏まえ、判断

【解釈指針２－１－３－８】
●展開・先端科⽬は、７法以外の実定法

【基準２－１－３（４）】
●展開・先端科⽬の中で法律基本科⽬を
⼀切扱ってはならないわけではない

【解釈指針２－１－３－９】

【資料４】７⾴ 【資料５】11⾴

基準 解釈指針 概要
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基準２－１－４ 解釈指針２－１－４－１
法律基本科⽬の基本分野

２－１－４：重点基準

基準２－１－３の各号のすべてにわ
たって、教育上の⽬的及び各法科⼤学院
の教育の理念及び⽬標に応じて適当と認
められる単位数以上の授業科⽬が開設さ
れ、必修科⽬、選択必修科⽬及び選択科
⽬等の分類が適切に⾏われ、学⽣が段階
的に履修することができるよう各年次に
わたって適切に配当されていること。
解釈指針２－１－４－１

法律基本科⽬の基本分野に関する授業
科⽬を選択科⽬とするなど、法学未修者
が履修することなく修了することができ
るカリキュラムは適切とはいえない。

●必修・選択を適切に分類
●「共通的な到達⽬標モデル」に記載
されている内容は、原則として必修
科⽬で扱うことが考えられる

●例えば、家族法は将来の実務法曹に
不可⽋であり法学未修者は必ず履修

●法科⼤学院教育⼀般で必修科⽬と扱
われる内容を選択科⽬とする場合は、
適切な分類とする理由を⾃⼰評価

●すべての内容を授業で取り上げるこ
とは不可能であるから、直接取り上
げない事項は、⾃学⾃習に委ねる内
容を明確にする

●導⼊科⽬を選択科⽬とすることを排除
する趣旨ではない
【資料４】10⾴ 【資料５】14⾴

基準 解釈指針 概要
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基準２－１－５
法律基本科⽬の必修総単位数の上限

２－１－５：重点基準

基準２－１－３（１）に定める法律基本科⽬
については、次の各号に掲げる単位数の授業科
⽬を必修科⽬として開設することを標準とし、
標準単位数を超えて必修科⽬⼜は選択必修科⽬
を開設する場合には、８単位増をもって必修総
単位数の上限とする。ただし、法学未修者につ
いては、１年次及び２年次に配当される法律基
本科⽬の中から、別に１０単位を限度として必
修⼜は選択必修とすることができる。
（１）公法系科⽬（憲法及び⾏政法に関する分
野の科⽬をいう。） １０単位
（２）⺠事系科⽬（⺠法、商法及び⺠事訴訟法
に関する分野の科⽬をいう。） ３２単位
（３）刑事系科⽬（刑法及び刑事訴訟法に関す
る分野の科⽬をいう。） １２単位

●法律基本科⽬の必修総単位数の標準は
54単位 上限 62単位（８単位増）

●法学未修者１年次及び２年次の上限は
72単位（別に10単位を限度）

●法学未修者１年次及び２年次の単位を
増加した場合は、
基準３－１－１

４－２－１において例外規定あり

【平成26年8⽉11⽇ 26⽂科⾼第393号
⽂部科学省⾼等教育局⻑通知】

【資料４】11⾴ 【資料５】14⾴

基準 解釈指針 概要
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基準２－１－６
法律実務基礎科⽬の必修⼜は選択必修科⽬

２－１－６：重点基準
（１）基準２－１－３（２）に定める法律実務
基礎科⽬については、次に掲げる授業科⽬が必
修科⽬として開設されていること。
ア 法曹としての責任感や倫理観を涵養する
ことを内容とする授業科⽬ （２単位）

イ 要件事実及び事実認定に関する基礎的な
教育を含む⺠事訴訟実務の基礎を内容とす
る授業科⽬ （２単位）

ウ 事実認定に関する基礎的な教育を含む刑
事訴訟実務の基礎を内容とする授業科⽬

（２単位）
（２）（１）に掲げる必修科⽬６単位のほか、
次に例⽰する内容の授業科⽬その他の法曹とし
ての技能及び責任等を修得させるために適切な
内容を有する授業科⽬（（１）に掲げる内容の
授業科⽬を除く。）のうち、４単位相当が必修
⼜は選択必修とされていること。

基準２－１－６（１）

基準２－１－６（２）

【資料４】12⾴ 【資料５】15⾴

基準 解釈指針 概要

内容 必修単位数
法曹倫理 ２単位

⺠事訴訟実務の基礎 ２単位

刑事訴訟実務の基礎 ２単位

内容 単位数
模擬裁判

４単位
必修⼜は選択必修

２－１－６（１）
の授業科⽬を除く

ローヤリング
クリニック
エクスターンシップ
公法系訴訟実務の基礎
その他の法律実務基礎科⽬

19



基準２－１－６ 解釈指針２－１－６－３
法情報調査・法⽂書作成の指導

２－１－６：重点基準
（４）次に掲げる教育内容について指導が⾏わ
れていること。ただし、これらの指導のために
授業科⽬を開設し、単位を認定することは要し
ない。
ア 法情報調査
（法令、判例及び学説等の検索、並びに判例の
意義及び読み⽅の学習等、法学を学ぶ上で必要
な法情報の調査・分析に関する技法を修得させ
る教育内容）
イ 法⽂書作成
（契約書・遺⾔書、法律意⾒書・調査報告書⼜
は起訴状・訴状・準備書⾯及びこれらの書⾯を
作成する基礎資料となる⽂書等実務的な⽂書の
作成の基本的技能を、添削指導等により修得さ
せる教育内容）
解釈指針２－１－６－３
基準２－１－６（４）ア及びイに掲げる教育

内容については、すべての学⽣に対して指導が
されている必要がある。

●授業科⽬の開設や単位認定は不要
●学⽣全員に指導する必要がある
●例えば、次の指導⽅法が考えられる
・独⽴した必修の授業科⽬
・必修の法律実務基礎科⽬の中で指導
・ガイダンス等で指導

●選択科⽬として開設しているだけでは
不⼗分

●ガイダンスで指導する場合は、⽋席し
た学⽣の取扱いがわかるよう⾃⼰評価

【資料４】12⾴ 【資料５】15⾴

基準 解釈指針 概要
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基準２－１－８ 解釈指針２－１－８－１
展開・先端科⽬の履修

２－１－８

基準２－１－３（４）に定める展
開・先端科⽬については、各法科⼤
学院の養成しようとする法曹像に
適った内容を有する⼗分な数の授業
科⽬が開設されていること。

解釈指針２－１－８－１

展開・先端科⽬は、多様な内容の
授業科⽬が開設されており、学⽣が
多様な分野の科⽬の履修をすること
ができるようにされている必要があ
る。

●展開・先端科⽬は、養成しようとする
法曹像に適った内容を有する⼗分な数
の授業科⽬を開設する必要がある

●多様な内容の授業科⽬の開設を想定
●学⽣の履修も多様な分野にわたること
が必要

●履修モデルに即して履修要件を課す
など学⽣の履修が特定の分野に偏ら
ないための⼯夫が必要

【資料４】16⾴ 【資料５】18⾴

基準 解釈指針 概要
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基準３－２－１
到達⽬標の周知

３－２－１

法科⼤学院における授業の実施に
当たっては、次の各号を満たしてい
ること。
（２）当該授業科⽬において設定さ
れている到達⽬標の内容が学⽣に⽰
され、それを踏まえて、授業の進⾏
及び⾃習の指⽰等がされ、学⽣が当
該教育を受ければ到達⽬標を達成で
きるものであること。

●基準２－１－２に基づき各法科⼤学院
で設定した到達⽬標を学⽣に周知して
いるか

●到達⽬標を踏まえて授業が進⾏されて
いるか

●授業で取り上げない内容について⾃学
⾃習の指⽰がされているか

【資料４】22⾴ 【資料５】21⾴
【資料８】

基準 解釈指針 概要
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基準３－２－１ 解釈指針３－２－１－４
法学未修者の法律基本科⽬の授業形態

解釈指針３－２－１－４

法律基本科⽬については、とりわ
け双⽅向的⼜は多⽅向的な討論を通
じた授業が確実に実施されることが
求められる。ただし、法学未修者１
年次の授業科⽬においては、法学の
知識や法的思考⼒等の基礎・基本の
徹底を図るため、講義形式を中⼼と
する授業⽅法による可能性を含めて、
法学を全く学んでいない者、法学の
基礎的な学識が備わっていない者が
対象となることに鑑みた授業⽅法の
⼯夫が図られていることが必要であ
る。

●法律基本科⽬は双⽅向的⼜は多⽅向的
な討論形式が基本

●法学未修者１年次は授業⽅法の⼯夫が
必要

●法学を全く学んでいない者、法学の基
礎的な学識が備わっていない者が対象
となることに鑑みた授業⽅法の⼯夫が
必要

●講義形式を排除しないが、講義形式が
より適切だとする趣旨でもない

【資料４】22⾴ 【資料５】23⾴

基準 解釈指針 概要
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解釈指針３－２－１－５ ７－１－１－５
受験技術優先の指導に偏した教育の禁⽌

解釈指針３－２－１－５
法科⼤学院の授業においては、試

験での解答の作成⽅法に傾斜した技
術的教育や、理解を伴わない断⽚的
な知識の機械的な暗記をさせる教育
など受験技術優先の指導に偏した教
育を実施することは適切でない。
解釈指針７－１－１－５
解釈指針７－１－１－４にいう各

種教育補助者による学習⽀援におい
て、試験での解答の作成⽅法に傾斜
した技術的教育や、理解を伴わない
断⽚的な知識の機械的な暗記をさせ
る教育など受験技術優先の指導に偏
した教育を実施することは適切でな
い。

●受験技術優先の指導に偏した教育は不適切
●司法試験の過去問を⼀切扱ってはならない
わけではなく、事実認定・論点抽出・論理
構成修得のために使⽤することは否定され
ないとの趣旨

●授業で司法試験の出題傾向の予測、試験で
の答案作成技術に特化した指導は不適切

●正課外に⾏われる教員⼜は各種教育補助者
による学習⽀援も同様

●法科⼤学院の教員及び教育補助者に対して、
受験技術優先の指導に偏した教育を実施し
ないために認識を共有するなど組織的な対
応が必要

【参考資料】
中教審法科⼤学院特別委員会（第63回）資料７
中教審法科⼤学院特別委員会（平成19年11⽉）報告資料

【資料４】22⾴ 【資料５】23⾴

基準 解釈指針 概要
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基準３－２－１ 解釈指針３－２－１－６
エクスターンシップ クリニックの指導

解釈指針３－２－１－６

法律実務基礎科⽬については、次
の各号に掲げる事項が確保されてい
ることが必要である。
（１）クリニック及びエクスターンシッ
プにおいては、参加学⽣による関連法令
の遵守の確保のほか、守秘義務等に関す
る適切な指導監督が⾏われていること。
（２）エクスターンシップにおいては、
法科⼤学院の教員が、研修先の実務指導
者との間の連絡を踏まえて研修学⽣を適
切に指導監督し、かつ、成績評価や単位
認定等に責任をもつ体制が整備されてい
ること。

●関連法令の遵守、守秘義務等の指導が
必要（例えば、弁護⼠法、弁護⼠職務
基本規程）

●事前に法曹倫理に関する指導を⾏う
など、カリキュラム上の⼯夫が必要

●事前指導、法曹倫理を通じた指導内容
及び指導⽅法をシラバスやガイダンス
資料を⽤いて具体的に⾃⼰評価

●エクスターンシップは、成績評価に
責任をもつ体制を具体的に⾃⼰評価

●研修先から報酬を受け取らないこと

【資料４】22⾴ 【資料５】24⾴

基準 解釈指針 概要
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基準３－２－１ 解釈指針３－２－１－８
集中講義

解釈指針３－２－１－８

集中講義を実施する場合には、そ
の授業の履修に際して授業時間外の
事前事後の学習に必要な時間が⼗分
に確保される必要があり、同⼀の授
業科⽬の履修が短期に集中したり、
複数の授業科⽬を同時期に履修した
り、授業終了の直後に試験が実施さ
れたりしないよう、その実施の時期、
授業時間割及び試験⽇の設定等につ
いて配慮されていることが必要であ
る。

●集中講義を実施する場合は、事前事後
の学修に必要な時間の確保が必要

●時間割及び試験⽇の設定に配慮が必要
●休業期間の趣旨に配慮が必要
●過密性に問題ありとされた事例
・１⽇５コマを３⽇間で実施
・最終講義直後に試験実施
・同時期に集中講義を複数開講

●学期外に必修科⽬を多数開講すること
は、休業期間の確保が不⼗分

【資料４】22⾴ 【資料５】25⾴

基準 解釈指針 概要
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基準３－３－１
履修登録単位数の上限

３－３－１：重点基準
法科⼤学院における各年次における履修登録可能な

単位数の上限が以下の各号を満たしていること。
（１）最終年次を除く各年次においては、３６単位を
原則とし、これを超える単位数が設定されている場合
には、その理由が合理的なものであることが明らかに
されている必要がある。ただし、次の各号に掲げる授
業科⽬については、３６単位とは別にそれぞれの単位
を限度として履修登録させることができる。
ア 法学未修者１年次及び２年次に配当される基準
２－１－３（１）に定める法律基本科⽬に当たる
授業科⽬ ８単位

イ 基準４－２－１（１）ウに定める者の認定にお
いて、法学未修者１年次に配当される授業科⽬の
うち履修免除の対象とならない授業科⽬及び法律
科⽬試験で合格点に達せず履修免除されなかった
授業科⽬ ６単位

（２）（１）のただし書にかかわらず、いずれの年次
においても、４４単位を超える単位数の設定はするこ
とができない。

進級時の再履修科⽬は４単位まで可
いずれの年次も44単位超過不可

【資料４】26⾴ 【資料５】25⾴

基準 解釈指針 概要

年次 法学未修者 法学既修者

１年次
原則 36単位

例外 法律基本科⽬
８単位

２年次

原則 36単位

例外
実習 ４単位
法律基本科⽬

８単位

実習 ４単位
3-3-1(１)イ

６単位

３年次 例外なく44単位が上限
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基準４－１－１
成績評価基準

４－１－１：重点基準

学修の成果に係る評価（以下「成績評
価」という。）が、次の各号を満たして
いること。
（１）成績評価が、各授業科⽬において
適切に設定された達成度に照らして、学
⽣の能⼒及び資質を正確に反映する客観
的かつ厳正なものとして⾏われているこ
と。
（２）成績評価の基準が設定され、かつ、
学⽣に周知されていること。
（３）成績評価の基準にしたがって成績
評価が⾏われていること。
（４）成績評価の結果が、必要な関連情
報とともに学⽣に告知されていること。

●学⽣に周知を図る取組を具体的に記述
【資料４】28⾴ 【資料５】28⾴

基準 解釈指針 概要

例

成
績
評
価
基
準

成績のランク分け Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ あ
ら
か
じ
め
周
知

各ランクの分布
の⽅針

Ｓ： ５％以内
Ａ：10％以内

成績評価の考慮
要素

期末試験 70％
⼩テスト 20％
平常点 10％

関
連
情
報

成績分布データ

学⽣総数：40⼈
Ｓ： 1⼈
Ａ： 3⼈
Ｂ： 6⼈
Ｃ：25⼈
Ｄ： 5⼈

試
験
実
施
後
告
知筆記試験の採点

基準 採点のポイント
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基準４－１－１ 解釈指針４－１－１－６
試験の実施

４－１－１：重点基準

（７）期末試験において筆記試験を
実施しない場合には、筆記試験を実
施せずに成績評価を⾏うことが授業
科⽬の性質に照らして適切であると
する理由が明らかにされていること。
解釈指針４－１－１－６

再試験を実施する場合には、期末
試験における不合格者の救済措置で
はないと認められる相当の理由が存
在していることが必要である。

●期末試験は筆記試験が原則
●筆記試験を実施ない場合は、単に実施
しない理由ではなく、授業科⽬の性質
に照らして適切な理由を⽰す必要

●再試験は救済措置ではないこと
●期末試験と再試験を⽐較し、次の点に
相違がある場合は、適切ではない
・出題範囲
・問題の分量
・試験問題のレベル 難易度
・問題の形式

【資料４】29⾴ 【資料５】31⾴

基準 解釈指針 概要
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基準４－２－１（２）
⼗分な実務経験を有する者の取扱い

４－２－１：重点基準

（２）
なお、⼊学時に既に⼗分な実務経

験を有する者であって、当該法科⼤
学院において実務経験等を評価した
上で適当と認められる場合には、カ
に属する授業科⽬のうち当該実務経
験等に相当すると認められるものに
代えて法律基本科⽬の履修を認め、
これによる単位数をカに定める単位
数に算⼊することができる（算⼊す
ることのできる単位数は４単位を上
限とする。）。

●例えば、租税法の実務経験者に租税法
の履修に代えて法律基本科⽬の履修を
認めることが可能

●法律基本科⽬の履修に代えることが
できるのであって租税法の履修免除
とするものではない

●当該法科⼤学院における租税法開設の
有無は問わない

●法律基本科⽬代替履修の上限は４単位

●代替された単位は展開・先端科⽬の
修得単位にに読替可

【資料４】34⾴ 【資料５】32⾴

基準 解釈指針 概要
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基準４－２－１（３）
法律基本科⽬以外の科⽬の修得単位

４－２－１：重点基準

（３）法律基本科⽬以外の科⽬の単
位を、３１単位以上修得しているこ
と（なお、（２）においてカに算⼊
した法律基本科⽬の単位数は、この
号に関する限り、展開・先端科⽬の
単位数と読み替える。）。

●法律基本科⽬以外の科⽬の単位を
31単位以上の修得に３巡⽬から改定

●従来は修了要件単位数の３分の１以上
●法律基本科⽬の必修総単位数の上限は
従来どおり62単位【基準２－１－５】

【資料４】34⾴ 【資料５】33⾴

基準 解釈指針 概要

科⽬群 単位数 備考
法律実務基礎科⽬ 10単位以上

計31単位
以上基礎法学・隣接科⽬ ４単位以上

展開・先端科⽬ 12単位以上

修了要件単位数 96単位

法律基本科⽬
必修 62単位
選択 3単位

法律基本科⽬以外 31単位
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基準４－３－１
法律科⽬試験

解釈指針４－３－１－２
法律科⽬試験については、各試験

科⽬について最低基準点を設定する
など、法学既修者として⼗分な能⼒
を備えた者のみを合格させ、あるい
は法学既修者として認定する措置を
講じていることが必要である。
解釈指針４－３－１－６
学⽣が⼊学する法科⼤学院以外の

機関が実施する法律科⽬試験の結果
を考慮して、法学既修者としての認
定を⾏うに当たり、当該機関が実施
する法律科⽬試験をもって当該法科
⼤学院の法律科⽬試験の試験に代え
ることは認められない。

●法律科⽬試験の総合点のみで法学既修
者認定をするのではなく、科⽬ごとに
⼀定⽔準の学修を終えたと認められる
か判定

●科⽬ごとに最低基準点を設定するなど
科⽬ごとに⼗分な能⼒を有するか判定

●解釈指針４－３－１－４（１）アに
より６単位を限度として⼀部の科⽬
を履修免除しないことも可能

●他機関が実施する法律科⽬試験に代え
ることは認められない

●当該法科⼤学院⾃ら法学未修者１年次
必修の授業科⽬に対応する試験を実施

【資料４】38⾴ 【資料５】36⾴

基準 解釈指針 概要
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基準４－３－１ 解釈指針４－３－１－４
法学既修者認定（１）

解釈指針４－３－１－４
（１）法学既修者としての認定は、法学
未修者１年次に配当される必修の法律基
本科⽬すべての単位を⼀括して免除する
⽅法で⾏われていることが必要である。
この場合において、履修免除単位数が２
０単位を下回らない範囲で次に掲げる取
扱いをすることができる。
ア 教育上有益と認められる場合、⼀括
して免除されるべき単位数の中から６
単位を限度として、履修免除単位数を
減少させることができる。

イ 法学未修者１年次に配当される必修
の法律基本科⽬の⼀部について、２年
次以降に履修することを前提に、法律
科⽬試験の出題範囲に含めず、履修免
除を⾏わないものとすることができる。

●⼀括免除とは、⼀度の試験で認定
●１年間の在学期間の短縮を認めるため、
少なくとも20単位以上の履修免除が必要

【資料４】38⾴ 【資料５】38⾴

基準 解釈指針 概要

解釈指針４－３－１－４（１）アの例

１年次配当の
法律基本科⽬ ６科⽬ 26単位

法律科⽬試験 ６科⽬
試験結果によって26単位の
うち６単位を限度として履
修免除しないことが可能

解釈指針４－３－１－４（１）イの例

１年次配当の
法律基本科⽬ 6科⽬ 26単位

法律科⽬試験 5科⽬
２年次以降の履修を前提に
１年次配当の６科⽬のうち
６単位を限度として試験科
⽬に含めないことが可能
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基準４－３－１ 解釈指針４－３－１－４
法学既修者認定（２）

解釈指針４－３－１－４

（２）⾶び⼊学制度を活⽤して法学既修者認定試験を実施す
る場合において、法学未修者１年次に配当される必修の法律
基本科⽬の履修免除は、履修免除単位数が２０単位を下回ら
ない範囲で次の⽅法で⾏われていることが必要である。
ア 法学既修者認定試験において法学未修者１年次に配当さ
れる必修の法律基本科⽬すべてについて法律科⽬試験を実
施する場合には、履修免除は、法学未修者１年次に配当さ
れる必修の法律基本科⽬すべての単位を⼀括して免除する
⽅法で⾏われていることが必要である。この場合には、

（１）アに定めた取扱いをすることができる。
イ 法学既修者認定試験において法学未修者１年次に配当さ
れる必修の法律基本科⽬の⼀部について試験を実施する場
合には、履修免除は、法律科⽬試験を実施した法律基本科
⽬すべての単位を⼀括して免除することが必要である。こ
の場合において、法学未修者１年次に配当される必修の法
律基本科⽬のうち法律科⽬試験を実施しなかったものにつ
いては、法学既修者として認定した者に対して、⼊学まで
に当該科⽬の試験を実施し、これに合格した者に対して当
該科⽬の履修免除を⾏うことができる。

●⾶び⼊学制度を活⽤する場合も、 １年間の
在学期間の短縮を認めるため、少なくとも
20単位以上の履修免除が必要

●４－３－１－４（２）ア
４－３－１－４（１）アと同様

【資料４】38⾴ 【資料５】38⾴

基準 解釈指針 概要

解釈指針４－３－１－４（２）イの例

１年次配当の
法律基本科⽬ ６科⽬ 26単位

通常の学部⽣
法律科⽬試験 ６科⽬ 26単位

⾶び⼊学者の
法律科⽬試験 ４科⽬

20単位
残り２科⽬ ６単位分は
⼊学までに実施可
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基準５－１－１
ＦＤ ＳＤ

５－１－１

教育の内容・⽅法等の改善を図る
ための研修及び研究が、組織的かつ
継続的に⾏われていること。

●⼤学院設置基準が改正され、職員に
対して研修の機会の付与その他必要
な取組を⾏うものとされた
（平成29年４⽉１⽇施⾏）

●職員には、事務職員、教員、⼤学執⾏
部、技術職員等も含まれる

【平成28年３⽉31⽇ 27⽂科⾼第1186号
⽂部科学省⾼等教育局⻑通知】

●ＦＤは、法科⼤学院独⾃の取組を確認
●ＳＤは、全学の取組でも可

【資料４】41⾴ 【資料５】40⾴

基準 解釈指針 概要
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基準６－１－４ 解釈指針６－１－４－２
適性試験

解釈指針６－１－４－２
⼊学者選抜において、適性試験の

成績が適切に利⽤されていることを
確保するため、次の各号に掲げる措
置が講じられていることが必要であ
る。
（１）適性試験において著しく低い
点数の者を⼊学させないよう、各法
科⼤学院において、⼊学最低基準点
を設定する必要がある。
その際、⼊学最低基準点について

は、総受験者の下位から１５％を基
本とする。
（２）⼊学最低基準点は、各法科⼤
学院の募集要項等に明⽰するなど、
受験者に周知することが必要である。

●⼊学最低基準点を設定する必要がある
●⼊学最低基準点については、総受験者
の下位から15％を基本

●受験者への周知が必要
●中教審法科⼤学院特別委員会で適性試
験の任意化について是⾮を検討

●平成29年4⽉⼊学者向け⼊試では適性
試験が実施されているため、平成29
年度実施分の本評価では。従来どおり
適性試験の実施及び⼊学最低基準点の
設定が必要

●特別委員会の決定等を踏まえ、今後
評価基準の改定を検討
【資料４】46⾴ 【資料５】43⾴

基準 解釈指針 概要
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基準６－２－１ 解釈指針６－２－１－１
収容定員

解釈指針６－２－１－１

「収容定員」とは、⼊学定員の３
倍の数をいう。また、「在籍者」に
は、原級留置者及び休学者を含む。
なお、年度ごとに⼊学定員が異なる
場合は、直近３か年分の総和をもっ
て収容定員とする。

●収容定員は、⼊学定員の３倍
●年度ごとに⼊学定員が異なる場合は
直近３か年分の総和

例

【資料４】49⾴ 【資料５】45⾴

基準 解釈指針 概要

年度 ⼊学定員
平成28年度 60⼈
平成27年度 80⼈
平成26年度 80⼈
収容定員 220⼈
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基準６－２－２ 解釈指針６－２－２－２
⼊学定員充⾜率に関する指標

解釈指針６－２－２－２
５年の評価期間中において、評価実施

年度における⼊学定員充⾜率が５０％を
下回っており、かつ、他の４年間におい
て⼊学定員充⾜率が５０％を下回る年度
が２回以上あった場合には、原則として、
所定の⼊学定員と著しく乖離していない
とはいえない。ただし、基準に適合して
いるか否かの最終的な判断は、夜間開講
や地域性等の個別の事情を勘案して⾏う。
解釈指針６－２－２－３
双⽅向的⼜は多⽅向的な授業を効果的

かつ継続的に実施するため、⼊学者数が
原則として１０⼈を下回らないこと。た
だし、基準に適合しているか否かの最終
的な判断は、夜間開講や地域性等の個別
の事情を勘案して⾏う。

●⼊学定員充⾜率50％を⽬安
例

●中教審法科⼤学院特別委員会提出資料
と同⼀の数値を記⼊

●充⾜率の数値のみで判断するのではな
く、競争倍率、⼊学者数を勘案し判断
【資料４】50⾴ 【資料５】46⾴

基準 解釈指針 概要

⼊学年度 充⾜率 備考
平成28年度 45％ 評価実施年度
平成27年度 35％

他の４年間で
２回以上

平成26年度 55％
平成25年度 40％
平成24年度 67％
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基準６－２－３ 解釈指針６－２－３－２
⼊学者選抜における競争倍率に関する指標

６－２－３：重点基準
在籍者数、⼊学者選抜における競争

倍率、専任教員数、修了者の進路及び
活動状況等を総合的に考慮し、⼊学定
員の⾒直しを含む⼊学者選抜の改善へ
の取組が適宜⾏われていること。
解釈指針６－２－３－２
⼊学者選抜における選抜機能を⼗分

に働かせるため、⼊学者選抜における
競争倍率は、原則として２倍を下回ら
ないことが必要である。
なお、５年の評価期間中において、

評価実施年度に⼊学者選抜における競
争倍率が２倍を下回っており、かつ、
他の４年間において⼊学者選抜におけ
る競争倍率が２倍を下回る年度が２回
以上あった場合には、⼗分な競争倍率
に達しているとはいえない。

●⼊試競争倍率２倍を⽬安
例

●中教審法科⼤学院特別委員会提出資料
と同⼀の数値を記⼊

●指標に該当するち基準不適合の可能性
あり ⼊学者選抜の改善への取組が
⾏われているかを勘案し、判断
【資料４】51⾴ 【資料５】47⾴

基準 解釈指針 概要

⼊学年度 倍率 備考
平成28年度 1.64倍 評価実施年度
平成27年度 1.65倍

他の４年間で
２回以上

平成26年度 1.87倍
平成25年度 2.02倍
平成24年度 2.35倍
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基準８－２－１
専任教員（１）

８－２－１：重点基準

法科⼤学院には、専攻ごとに、平成１１
年⽂部省告⽰第１７５号の別表第⼀及び別
表第⼆に定める修⼠課程を担当する研究指
導教員の数の１.５倍の数（⼩数点以下の端
数があるときは、これを切り捨てる。）に、
同告⽰の第２号、別表第⼀及び別表第⼆に
定める修⼠課程を担当する研究指導補助教
員の数を加えた数の法科⼤学院でのみ専任
とされている専任教員（以下「専属専任教
員」という。）を置くとともに、同告⽰の
別表第三に定める修⼠課程を担当する研究
指導教員１⼈当たりの学⽣の収容定員に４
分の３を乗じて算出される収容定員の数
（⼩数点以下の端数があるときは、これを
切り捨てる。）につき１⼈の専属専任教員
が置かれていること。

専任教員を12⼈必要とする法科⼤学院の例

●専⾨職⼤学院設置基準で必要とされる数は
専属専任教員でなければならない

●専⾨職⼤学院設置基準で必要とされる数を
超える部分は、他専攻等兼務教員を専任教
員とすることが可能

●専任教員（他専攻等兼務含む）は教員組織
調査の対象

【資料４】60⾴ 【資料５】52⾴

基準 解釈指針 概要

15⼈の専任教員を配置
研究者教員 実務家教員

３⼈以上

専属専任教員12⼈ 他専攻等の専任教員
兼務 ３⼈

専⾨職⼤学院設置基準
で必要とされる数 余剰分
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基準８－２－１
専任教員（２）

●専任教員の分類 ●専属専任教員関係基準
・基準８－２－１ 専⾨職⼤学院設置基準由来
・基準８－２－２ 法律基本科⽬担当
・基準８－２－４ 実務家・専任教員
・基準８－２－５ 実務家・専任教員（法曹）

●専任教員（専・他含む）関係基準
・基準８－１－２ 専任教員の資格要件
・基準８－２－３ 主要科⽬の担当
・基準８－３－１ 授業負担
・基準８－３－２ サバティカル
・基準８－３－３ 専任教員補助職員

専任教員 概要

分類 種別

専
任
教
員

専属専任教員

研究者・専任教員 研・専
実務家・専任教員 実・専
実務家・みなし
専任教員 実・み

専属以外の専任教員
（他専攻等の専任教員） 専・他

専属専任教員 専⾨職⼤学院設置基準由来の
規定は専属専任教員が必要

専任教員
（専・他含む）

専任教員に関する規定には
すべて専・他を含む
・教員組織調査
・授業負担
・サバティカル 等
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基準８－２－３
教育上主要と認める授業科⽬

８－２－３

専任教員の科⽬別配置等のバラン
スが適正であり、かつ、当該法科⼤
学院が教育上主要と認める授業科⽬
については、原則として専任教員が
置かれており、そのうち必修科⽬に
ついては、おおむね７割以上が専任
教員によって担当されていること。

主要科⽬の例

●教育上主要と認める授業科⽬は各法科
⼤学院で設定

●担当割合はクラス数で計算
●複数教員で実施する場合に責任教員が
専任教員であれば専任教員担当と算出

●専任教員担当クラス数／必修クラス数で計算

【資料４】62⾴ 【資料５】53⾴

基準 解釈指針 概要

主要科⽬ 必修科⽬
クラス数

専任教員
担当クラス数

専任教員
担当割合

法律基本科⽬ 50クラス 38クラス 76％
法律実務基礎科⽬ 10クラス 7クラス 70％

計 60クラス 45クラス 75％
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第８章
教員組織調査

●対象教員
・専任教員
（研・専 実・専 実・み 専・他）

・兼担・兼任教員
（法律基本科⽬⼜は必修科⽬を担当）

●科⽬適合性に関する判断の⽬安

●複数教員担当授業科⽬
・シラバスの担当部分に下線
・様式１ 責任教員に◎
・様式５ ⻩⾊塗りつぶし
・兼担・兼任教員担当授業科⽬で別に責任教員
がいる場合は、兼担・兼任教員の要件を緩和

●例外
①専属専任教員である研究者教員の現員数の
２割以内は、博⼠の学位論⽂等がある場合
教育経験年数不問

②複数教員で実施する場合に責任担当者でない
者の教育経験年数は１年以上

③法律基本科⽬等を担当する場合、研究業績必要
④複数教員で実施する場合に責任担当者でない
者の研究業績は不問

【資料７】

教員組織調査 概要

区分 教育
経験

実務
経験

職務実績
⼜は

研究業績

研
究
者

専任 ２年 以上
例外あり①

不問 研究業績等
兼担
兼任

原則同上
例外あり②

実
務
家

専任
不問

おおむね
５年
以上

職務実績
例外あり③

兼担
兼任

原則同上
例外あり④
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基準１０－１－１ 解釈指針１０－１－１－３
法科⼤学院の図書館

解釈指針１０－１－１－３
「図書館」には、法科⼤学院の規模に

応じ、教員による教育及び研究並びに学
⽣の学習に必要な図書及び資料が適切に
備えられ、その適切な管理及び維持がさ
れているとともに、必要な設備及び機器
が整備されていることが必要である。
学⽣の学習に必要な基本的図書及び資

料は、学⽣の専⽤⼜は優先利⽤のために
備えられるなど、学⽣が随時利⽤するこ
とに⽀障がないようにする措置が講じら
れていることが必要である。
法科⼤学院が管理に参画していない

「図書館」に図書及び資料を備えている
場合でも、その収集、配置、利⽤⽅法に
ついて、法科⼤学院の意⾒⼜は要望を受
け付ける適切な機会の設けられているこ
とが必要である。

●機能別に図書・資料、⼈的資源等を分散活⽤可
●各機能の活⽤状況を具体的に⾃⼰評価

【資料４】71⾴ 【資料５】58⾴

基準 解釈指針 概要

機能 図書館
学⽣の学習に必要な
図書・資料

法科⼤学院図書室パソコン、複写機
法科⼤学院で管理
教員による教育及び研究
に必要な図書・資料

学部・研究科資料室法情報調査に関する職員

法科⼤学院の教員が
管理に参画

その他必要な図書資料
⼤学附属図書館

図書・資料の要望
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基準１１－１－１
⾃⼰点検及び評価を通じた教育改善

１１－１－１：重点基準

法科⼤学院の教育⽔準の維持向上
を図り、法科⼤学院の社会的使命を
果たすため、⾃ら点検及び評価（以
下「⾃⼰点検及び評価」という。）
を実施するための適当な体制が整備
され、当該法科⼤学院の教育の理念
及び⽬標の達成状況その他教育活動
等の状況について、適切な評価項⽬
が設定され、それに基づいて⾃⼰点
検及び評価が実施され、その結果が
当該法科⼤学院の教育活動等の改善
に活⽤されていること。

●⾃⼰点検及び評価を通じ明らかになっ
た良い点・課題について向上・改善を
図るための具体的な措置を⾃⼰評価

●各種委員会と連携して取り組んだ措置
を具体的に⾃⼰評価

●⾃⼰点検及び評価を通じて教育改善の
取組が効果を上げているか⾃⼰評価

●単にデータ・資料を収集するだけに
とどまらない点に留意

●単に改善に活⽤しただけでは⾜りず、
改善⽅策に実効性がないと考えられる
場合は基準を満たさないと判断するこ
ともあり得る

【資料４】73⾴ 【資料５】60⾴

基準 解釈指針 概要
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基準１１－１－１
⾃⼰点検及び評価の評価項⽬

解釈指針１１－１－１－２
「適切な評価項⽬」として、次の各号に掲

げる内容を含む評価項⽬が設定されているこ
とが必要である。
（１）教育の理念及び⽬標、並びに修了者の
進路及び活動状況その他教育の理念及び⽬
標の達成状況に関すること

（２）教育内容及び⽅法に関すること
（３）成績評価並びに進級及び修了の認定に
関すること

（４）⼊学者に関する受⼊⽅針、並びに志願
者、受験者及び⼊学者の数その他⼊学者選
抜に関すること

（５）収容定員及び学⽣の在籍状況に関する
こと

（６）学⽣の学習、⽣活及び就職の⽀援に関
すること

（７）教員組織及び教育能⼒に関すること

●教育の理念及び⽬標の達成状況の
⾃⼰点検及び評価項⽬

・司法試験の合格状況
・法曹としての活動状況
・修了者の進路及び活動状況
・学⽣の学業成績及び在籍状況
●⼊学者選抜に関することには⾶び⼊学
制度を活⽤した⼊試を含む

【学校教育法施⾏規則第158条】
●学⽣の在籍状況には原級留置者及び
退学者の状況を含む

【解釈指針１－１－２－１】

【資料４】73⾴ 【資料５】60⾴

基準 解釈指針 概要
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基準１１－２－１
情報の公表（１）

１１－２－１

法科⼤学院の教育活動等の状況、
並びに⾃⼰点検及び評価の結果その
他法科⼤学院に関する情報が、適切
な体制を整えた上で、刊⾏物への掲
載、インターネットの利⽤その他広
く周知を図ることができる⽅法に
よって公表されていること。

●公表を要する事項
・⾃⼰点検及び評価の結果
・解釈指針１１－２－１－１の12項⽬
●「適切な体制を整えた上で」とは、
法科⼤学院として組織的に対応する
必要があるとの趣旨

●公表媒体はインターネットの利⽤が
推奨される

●⾃⼰評価書に12項⽬の対応関係を明記
【平成22年6⽉16⽇ 22⽂科⾼第236号

⽂部科学省⼤⾂政務官通知】

【資料４】75⾴ 【資料５】61⾴

基準 解釈指針 概要
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基準１１－２－１
情報の公表（２）

解釈指針１１－２－１－１

法科⼤学院の教育研究活動等の状況に
ついては、次の各号に掲げる事項が、毎
年度、公表されている必要がある。
（４）教員組織、教員の数並びに各教員

が有する学位、教育研究業績及び実
務経験に関すること

（５）⼊学者受⼊⽅針、適性試験の利⽤
⽅法、並びに志願者、受験者及び⼊
学者の数その他⼊学者選抜に関する
こと

（12）修了者の数並びに司法試験の合格
者数及び合格率その他修了者の進路
に関すること

●特に公表が不⼗分であった項⽬
（４）教員情報
・各教員が有する学位
・⾮常勤教員の情報
・教員によって公表内容に濃淡あり

【解釈指針１１－２－１－３ 】
（５）⼊学者選抜に関する情報
・他学部出⾝・実務経験者の⼈数、割合

【解釈指針６－１－５－１（３）】
（12）修了者の進路に関する情報
・修了者の進路
●⾃⼰点検及び評価の結果も要公表
●⾃⼰点検及び評価の評価項⽬にも関係
するため最新情報を分析し、必要に応
じて公表

【資料４】75⾴ 【資料５】62⾴

基準 解釈指針 概要

48

訪問調査
修了者⾯談

３ 在学生、修了者との面談
在学⽣及び修了者を対象とし、現に教

育を受けている学⽣としての⽴場や既に
修了した社会⼈等の⽴場から、対象法科
⼤学院における教育活動等の状況につい
て、評価部会からの質疑に対し、応答し
ていただきます。当該⼤学の教職員、法
曹関係者としての教育補助者とされてい
る修了者は、これらの者が本⾯談に出席
すると関係者としての発⾔が含まれる可
能性があり、中⽴な⽴場での発⾔が期待
できないため、⾯談対象者に含めないよ
うにしてください。なお、率直な意⾒を
聴取する観点から、「１ 法科⼤学院関係
者（責任者）との⾯談」、「２ 法科⼤学
院の⼀般教員等との⾯談」の対象者をは
じめ、関係者の同席はご遠慮ください。

●当該法科⼤学院を修了し、当該⼤学の
教職員⼜は弁護⼠チューター等の教育
補助者とされている者は、修了者⾯談
に含めない

●関係者としての発⾔が含まれる可能性
があり、中⽴な⽴場での発⾔が期待で
きないため

●⼀般教員等との⾯談に含めることは可
能であり、修了者の活躍状況を聴取す
る機会となり、むしろ推奨

訪問調査実施要項 ４⾴ 概要
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